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国立大学法人宮城教育大学 



（単位：百万円）

収入

運営費交付金  2,532 2,663 131 （注１）

施設整備費補助金  424 189 ▲ 235 （注２）

R5年度施設整備費補助金 424 189 ▲ 235

補助金等収入 8 84 75 （注３）

18        18        -         

自己収入 929 893 ▲ 37

授業料、入学料及び検定料収入 873 832 ▲ 41 （注４）

財産処分収入 -         -         -         

雑収入 56 60 4 （注５）

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 103 133 30 （注６）

目的積立金取崩 70 34 ▲ 36 （注７）

-         -         -         

4,085 4,014 ▲ 71

支出

業務費 3,531 3,376 ▲ 156

教育研究経費 3,531 3,376 ▲ 156 （注８）

施設整備費 442 207 ▲ 235 （注９）

うち耐震対策事業 -         -         -         

うち営繕事業 442 207 ▲ 235

補助金等 8 17 8 （注１０）

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 103 110 7 （注１１）

大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 -         -         -         

4,085 3,709 ▲ 376

－ 305 305

独立行政法人 大学改革支援 ・学位授与機構施設費交付金

令和６年度　決算報告書

国立大学法人　宮城教育大学

区 分 予 算 額 決 算 額 差 額
（決算－予 算）

備 考

（注１）
運営費交付金収入については、授業料免除・光熱費等において追加配分が当期中にあったため、予算額に比して決算額
が131百万円多額となっております。

（注４）
授業料、入学料及び検定料収入については、休・退学者の減等の理由により増となっておりますが、入学料についてイ
ンターネット入学手続きシステムの導入により代行納付を行うこととなったことから、当該年度は一時的に現金収入が
減少し未収計上が増加となったため、予算額に比して決算額が41百万円少額となっております。

計

計

収入－支出

（注２）
施設整備費補助金については、（R5補正）（上杉（附小））基幹・環境整備（屋外体育施設）事業について、事故繰越
承認があったため、予算額に比して決算額が235百万円少額となっております。

（注３）
補助金等収入については、授業料等免除交付金等が交付されたため、予算額に比して決算額が75百万円多額となってお
ります。なお、授業料減免費交付金67百万円については、授業料等免除に使用されております。

※金額は単位未満四捨五入しており、合計は必ずしも一致しない。

○予算と決算の差異について

（注１１）
産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については、受託研究等の今年度執行額の増により、予算額に比して決算額が
7百万円多額となっております。

（注６）
産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、受託研究受入額の増により予算額に比して決算額が30百万円多額と
なっております。

（注９） 施設整備費については、（注２）に示した理由により、予算額に比して決算額が235百万円少額となっております。

教育研究経費については、自己財源による改修費等が増加しておりますが、教育研究活動維持支援として追加配分が当
期中にあったため、教育・研究基盤維持経費を活用することにより自己財源からの支出が抑えられ、予算額に比して決
算額が156百万円少額となっております。

（注１０） 補助金等については、（注３）に示した理由により、予算額に比して決算額が8百万円多額となっております。

（注８）

（注７）
目的積立金取崩については、教育研究活動維持支援として追加配分が当期中にあったため、教育・研究基盤維持経費を
活用することにより目的積立金からの支出が抑えられ、予算額に比して決算額が36百万円少額となっております。

（注５）
雑収入については、主として、寄宿舎料収入等の増収により、予算額に比して決算額が4百万円多額となっておりま
す。

引当特定資産取崩


